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1．はじめに  である．単なる社名，社章を越えた意味を持っている」  

とされている．また，このランキングは，企業の持つ製  

品力，技術開発力，信用度，消費者やユーザーとの  

共感度などの集大成とも言える企業ブランドが，将来  

自社にもたらすキャッシュフローの確実性を順位付け  

たものである．   

日本経済新聞社の「企業ブランドスコア・ランキング」  

は，インターブランド社の利益倍数システムとその他の  

調査結果を組み合わせるとこにより，企業間のC．B．の  

比較を可能にした点で，より総合的な枠組みへ前進し  

ていると言える．  

しかし，この方式のC．B．の評価には，なお以下のよう  

な問題点があると考えられる．  

（a）ブランドを構成する要素が多くあるため，主要な要   

素を導き出すのに大量のデータを必要とする．  

（b）評価項目間のウエイトが固定的であり，それらの間   

に説得的な理由付けがない．  

（c）顧客のイメージを扱うため，アンケート調査の設計   

いかんによって結果が大きく左右される恐れがあ   

る．  

（d）システムを構築するのに長い年月と費用を必要と   

する．   

3．問題点の解決方法  

C．B．をより的確に評価しようとすると，上記の（a）～  

（d）の問題をうまく克服する技法が必要となる．（a）の  

問題については，有価証券報告書などの公開データ  

の利用が可能である．（b）の問題は，DEAを援用する  

ことにより要素間のウエイトを変動的に求めることがで  

きる．（c）の問題は，AHPを取り入れたアンケート調査  

により改善を行うことが可能である．（d）の問題は，既  

存のC．Rの評価枠組みを活用し，それに，上記（a）～  

（c）を加味することで，時間，費用を節約することがで  

きる．  

本研究では，（a）～（d）の中で特に（e）つまり，顧客  

のイメージ部分をより客観的に扱うことに焦点をあて  

る．  

AHPは，周知のように問題，評価基準，代替案の階  

層構造を考え，評価基準同士の一対比較を行ない，  

さらに各評価基準の下で代替案同士の一対比較を行  

近年わが国の企業を取り巻く経営環境の変化は，複  

雑かつ急激で，きわめて不透明である．こうした状況に  

あって，企業を的確に評価することは一層重要になっ  

てきているが，従来の企業評価の枠組みは不十分な  

面が多い．コーポレート・ブランド（Co叩OratOBrand：  

C．B．）という枠組みは比較的新しいが，なお難点を抱  

えている．そこで本研究は，その難点を補うために  

AHPを援用することによって，これを改善することを提  

案するものである．この提案により，従来のC．B．の評  

価方法に比してより客観的な企業評価が期待される．   

2．研究背景   

従来の企業評価法の例としてはいくつかあるが，公  

開情報として第三者的に入手可能な評価法は極めて  

限定される．株価は，市場が判断した当該企業の評価  

であるとみなされるが，経営環境に連動して敏感に乱  

高下する場合が多く，安定した評価枠組みとはし難い．  

発行債券の格付けは，発行企業の評価の代理変数と  

して比較的安定しているが，同一企業でも発行債券の  

格付けが異なる場合や，同一債券でも格付け機関に  

よって評価が異なる場合があるなど難点がない訳では  

ない．銀行の貸付金利の水準も，当該企業に対する  

審査結果の代理変数であるが，低金利の際はその幅  

が狭く有効でない．  

これらに対し，新しい状況下で質的な面を重視した  

C．B．は，最近米国で開発されたものである．評価方法  

の例としては，インターブランド社の利益倍数システム  

がある．これは，ブランドカとブランド利益を基に評価  

するものであり，40項目のマーケテイングデータを使  

い，次の7要素のスコアを算出している【1】．  

①主導性  ②安定性 ③市場性 ④展開性  

⑤サポート性 ⑥方向性 ⑦法律保護性  

さらに，この7要素は，後掲の図に示すような5項目  

に再編されている（図）．  

わが国では，これをベースに日本経済新聞社が，  

「企業ブランドスコア・ランキング」調査【2胴を行なって  

いる．同調査によると，「一般にブランドは個別の商品  

についたものを指すが，製品の品質，開発力，信用度  

など企業全般に対するイメージを統合したものがC．B．  
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うことにより，行列計算を用いて代替案を評価する方  

法である．そして，次のような場合に有効である．  

・評価基準がたくさんあり，しかもお互いに共通の尺   

度がない．  

・価値判断をフィーリングに頼らざるを得ない要素が   

あり，・数値化がむずかしい．   

4．AHPを援用したC．B．の評価枠組みの提案  

インターネットに代表される通信技術の発達により，  

企業のグローバル化が進み，M＆Aが頻繁に起こって  

いる．  

M＆Aの嘩の企業評価には，企業のブランドやイメー  
ジ，技術力，研究開発力，ソフトウエアなどが含まれる．  

また，企業のブランドカなどのソフト面での評価が企業  

評価全体に占める割合は，年々増加している傾向に  

ある．だが，企業のイメージや技術力などを含めた評  

価方法に適当な方法が提唱されていない．そのため  

C．B．の価値評価をすることの重要性が高まりつつあ  

る．   

しかし，C．B．は前述したように評価項目の客観性や  

評価項目間のり土イト算出方法の信頼性が不十分で  

あるという問題点があった．  

前者のうう，特に顧客の企業に対するイメージ項目  

の客観性が不十分とされている．そこで，これに対処  

するためAHPを援用したC．B，の価値評価の枠組み  

を提案する．AHPの援用に当たっては，以下のような  

特徴があるデルファイ法を併用し，より良い評価方法  

に改善する．  

①雰囲気に左右されるような弊害をさけ得ること．  

②アンケートを繰り返す過程で，前のアンケートの結  

果を参照するようなフィードバックの機能があること．  

③多数意見と相違した場合はその理由などをつけるこ   

とから，貴重な意見をも獲得できること．  

この方法によりアンケート調査の客観性が上がることが  

期待される．  

後者の問題点を改善するために，DEAを援用する．  

DEAの援用により従来困難と言われていた，C．B．の  

評価項目のウエイトを整合的に求めることができる．評  

価項目のウエイトをもとに，企業のC．B．値であるⅤを  

求める．  

ある企業i社のC．B．値をⅥとすると，   

Ⅵ＝山1・Ⅹ1i＋山2・Ⅹ2i＋山a・Ⅹよ＋…＋山n・Ⅹ。i－（式1）  

山n：各評価項目のウエイト．   

呵＋山2＋山a十…＋un＝1（ただし，叫＞0）  

笥i■：評価項目jにおけるi社の値・   

5．むすび  

この二つの方法により，C．B．評価方法の問題点が改  

善されることが期待される．最終的には，この改善した  

C．B．の評価と従来の企業評価をDEAでウエイトづけ  

を行うことにより，企業の価値をより体系的にとらえるこ  

とができる．この企業の総合的な評価枠組みは，関連  

する情報を統合したデータベースに構築することによ  

って，企業の総合的な評価枠組みとして利用されるこ  

とが期待される．   
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図．AHPを援用したC．B．の評価枠組み．  
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